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令 和 ８ 年 ９ 月 30 日 

都市局街路交通施設課 

道 路 局 路 政 課 

道路局国道・技術課 

道路 

「車道及び側帯の舗装の構造の基準に関する省令」の改正及び 

「舗装の構造に関する技術基準」の改定について 
～新技術導入促進による舗装の長寿命化に向けて～ 

１．概要 

舗装省令及び舗装技術基準は、高速自動車国道や一般国道の舗装に適用される

基準であり、道路構造令第 23条第２項に基づいて制定されたものです。 

今回の改定により、技術開発・新技術導入の促進、ライフサイクルコストの縮

減、循環型社会や脱炭素社会の実現への寄与等が期待されます。 

 

２．スケジュール 

 ＜舗装省令＞ 

公布：令和８年９月 30日（水） 施行：令和９年４月１日（木） 

＜舗装省令・舗装技術基準＞ 

令和９年４月１日以降、新たに着手する道路舗装の設計に適用します。 

 

３．その他 

舗装技術基準は、国土交通省道路局ホームページにおいて公表しています。 
https://www.mlit.go.jp/road/sign/kijyun/bunya03.html 

 

＜問合せ先：舗装省令＞ 
  道路局路政課 企画専門官 片岡 

代表：03-5253-8111（内線 37332） 直通：03-5253-8480 
＜問合せ先：舗装技術基準＞ 

道路局国道・技術課 道路メンテナンス企画室 課長補佐 三好、増田 
代表：03-5253-8111（内線 37892、37873） 直通：03-5253-8494 

都市局街路交通施設課 企画専門官 蜷川 
代表：03-5253-8111（内線 32862） 直通：03-5253-8417  

「車道及び側帯の舗装の構造の基準に関する省令」（以下「舗装省令」と

いう。）及び「舗装の構造に関する技術基準」（以下「舗装技術基準」とい

う。）は舗装に関する基準として平成13年に策定され、性能規定の考え方を

導入しましたが、今般、社会の多様なニーズや社会的な情勢の変化等を踏ま

え、新技術導入促進等を図るため、25年ぶりに舗装省令の改正及び舗装技術

基準の改定を行いましたのでお知らせします。 



舗装に関する基準の主な改定内容

平成１３年６月２６日「車道及び側帯の舗装の構造の基準に関する省令」公布
平成１３年６月２９日「舗装の構造に関する技術基準」制定

＜背景・必要性＞
■新技術の導入が進んでおらず、新材料・新工法を正しく評価することが必要

■循環型社会や脱炭素社会に向けた再生アスファルト合材等の利活用や舗装の
低炭素材料の導入が必要

＜今回改定の主なポイント＞
①性能規定として性能保持想定期間を新たに導入し、ライフサイクルコストの算出を明確化
②新技術の導入促進のため、性能の評価方法を拡大（実大の試験に加え、室内試験の導入）
③循環型社会・脱炭素社会の実現に向け、建設副産物や低炭素材料の利用について検討



①性能規定として性能保持想定期間を新たに導入し、ライフサイクルコストの算出を明確化

〇舗装の性能を回復させることが望ましい状態である「性能回復推奨状態」や、その状態までに達するまでの期間
である「性能保持想定期間」を新たに定義。

〇設計において、性能保持想定期間に基づきライフサイクルコストを算出することを規定。

舗装の性能を回復させる
ことが望ましい状態
（性能回復推奨状態）

舗装の性能が著しく
低下した状態

各性能

供用期間

供用に伴う
各性能の低下

性能回復推奨状態まで性能が保持されると
想定する期間（性能保持想定期間）

修繕等により
各性能の回復

例：ひび割れ率
40％

例：わだち掘れ量
40mm

機能が
ある状態

機能が
失われた
状態

舗装の長寿命化によりLCCやCO２排出量が削減



②新技術の導入促進のため、性能の評価方法を拡大（実大の試験に加え、室内試験の導入）

○平成13年の技術基準では実大の供試体による促進載荷試験が必要であり性能評価のハードルが高かったが、
改定技術基準では室内試験結果等から算出可能な新たな評価方法も認める方向に拡大。

○現時点では、材料物性法による評価が十分確立していないため、当面は実大経験法や推定みなし法を用いる
ことを想定しているが、将来的には材料物性法の活用を目指す。

性能保持想定期間の算出方法分 類

室内試験等で得られた物性値等を基に数値計算で算出
する方法

材料物性法※1

実大供試体での試験や実道の供用実績を基に算出する
方法

実大経験法※２

性能を代表する室内試験結果等により性能保持想定期間
が既知の舗装構造と比較し、算出する方法

推定みなし法

〇技術基準(H13)

【疲労破壊輪数】
舗装路面に49kNの輪荷重を繰り返し加えた
場合に、舗装にひび割れが生じるまでに
要する回数

実大の供試体による促進載荷試験

実大の舗装の施工が前提となっており、性
能評価のハードルが高い。

〇改定技術基準

材料物性等にもとづき算出する方法（材料物性法）と、実大舗装の性能変化
から予測する方法（実大経験法）を基本とし、それができない場合などに、従
来技術との比較により推定する方法（推定みなし法）を適用

※１実大の舗装での試験をしなくても性能変化の予測が可能であるため、新
技術を速やかに評価するためには当該手法を用いることが望ましいが、
現段階において十分確立された手法ではない

※２実大の舗装の性能変化のデータをもとにするため、高い精度が期待でき
るが、一定期間のデータの蓄積が必要（性能回復推奨状態に至る前の
劣化の傾向から推定して算出することも許容）



〇アスファルト・コンクリート塊等の建設副産物の適正かつ積極的な再資源化の推進などを規定するとともに、
設計時に建設副産物の使用等についても積極的に検討することを規定。

○ CO2排出量の少ない建設機械の導入を積極的に採用することやライフサイクルCO2を評価する枠組み新たに
導入し、アスファルト混合物の中温化技術などの低炭素な材料・工法を積極的に検討することを規定。

③循環型社会・脱炭素社会の実現に向け、建設副産物や低炭素材料の利用について検討

道路分野の脱炭素化政策集Ver2.0 より抜粋

■低炭素な建設機械・材料の導入を促進■建設副産物の再資源化・使用を促進

アスファルト合材の製造数量推移と再生混合物の製造比率について

※アスファルト合材
統計年報より

低炭素な建設機械について

低炭素な材料について

道路分野の脱炭素化政策集Ver2.0 より抜粋
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○国土交通省令第七十七号 

道路構造令（昭和四十五年政令第三百二十号）第二十三条第二項の規定に基づき、

車道及び側帯の舗装の構造の基準に関する省令（平成十三年国土交通省令第百三号）

の全部を改正する省令を次のように定める。 

令和八年九月三十日 

国土交通大臣 井林 辰憲   

車道及び側帯の舗装の構造の基準に関する省令 

（道路構造令第二十三条第二項の国土交通省令で定める基準） 

第一条 道路構造令第二十三条第二項の国土交通省令で定める基準は、車道（二以上

の車線を有する道路においては、各車線）及び側帯（以下「車道等」という。）の舗

装に係る性能保持想定期間（車道等を新設し、又は改築してから、当該車道等の舗

装が次条及び第三条に定める性能を確保するため車道等の舗装の維持又は修繕を

行う必要があると認められる状態に達するまでの期間として設計上想定される期

間をいう。）について国土交通大臣が定める基準に適合するものとする。 

（自動車の輪荷重を支持するために必要な車道等の舗装に関する性能） 

第二条 車道等の舗装は、路床、床版その他これらに類するもの（以下この条におい

て「路床等」という。）と一体となって自動車の輪荷重を充分に支持するに足りるも

のとして、次に掲げる性能を有するものとする。 

一 自動車の輪荷重を充分に分散させて路床等に伝えるもの（路床等のみで自動車

の輪荷重を充分に支持することができる場合を除く。） 

二 舗装内部への雨水その他の地表水（この号及び次号において「雨水等」という。）

の浸入が最小限度となるもの（浸入した雨水等によって舗装の強度が著しく低下

しない場合を除く。） 

三 路床等への雨水等の浸入が最小限度となるもの（浸入した雨水等によって路床

等の強度が著しく低下しない場合を除く。） 

（自動車の安定した走行を確保するために必要な車道等の舗装路面に関する性能） 

第三条 車道等の舗装路面は、次に掲げる性能を有するものとする。 

一 自動車が車道等に沿って通行する場合に安定した走行を確保できるもの 

二 自動車が進路の変更をする場合に安定した走行を確保できるもの 

三 舗装路面の排水を速やかに行うことができるもの 

附 則 

（施行期日） 

１ この省令は、令和九年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この省令の施行の日前に行った設計による道路については、この省令の規定に適

合しない部分がある場合においては、当該部分に対しては、当該規定は適用しない。

この場合において、当該部分に関しては、なお従前の例による。 

 



 

舗装の構造に関する技術基準 

 

第１章 総 則 

第２章 舗装の性能 

第３章 舗装の設計 

第４章 舗装の施工 

 

第１章 総 則 

 

１－１ 基準の目的 

本基準は，車道及び側帯の舗装の構造に関する一般的技術的基準を定めるものとする。 

 

１－２ 舗装の構造の原則 

（１）舗装の構造は，道路の存する地域の地形，地質，気象その他の状況及び当該道路の交通状況を考慮

し，舗装を支える基盤と一体となって自動車の輪荷重を安定して支持し続けることができる構造であ

るとともに，車両が安定して走行することができる路面を有し続けるものとする。 

（２）前項の舗装の構造の決定に当たっては，道路の存する地域の地形，地質，気象その他の状況，道路の

交通状況及び沿道の土地利用の状況を考慮して，ライフサイクルコストの低減に努めるとともに，循

環型社会や脱炭素社会の実現に向けて，アスファルト・コンクリート塊等建設副産物の適正な再資源

化の推進や低炭素材料を活用することによる二酸化炭素排出量の削減等，当該舗装の構造に起因する

環境への負荷を軽減するよう努めるものとする。 

 

１－３ 用語の定義 

本基準において用語の意義は，道路法（昭和 27 年法律第 180 号）及び道路構造令（昭和 45 年政令第 320

号）によるほか，以下による。 

（１）たわみ量 舗装道の車道等（2 以上の車線を有する道路においては，各車線。以下「車道等」という。）

において，舗装路面に荷重を加えた際に載荷位置直下に生じる変位量をいう。 

（２）ひび割れ率 車道等において，舗装路面のひび割れ面積を当該路面の面積で除した値をいう。 

（３）ひび割れ度 車道等において，コンクリート版（コンクリート舗装の表層のうち縦目地や横目地で

区切られた矩形の部分。以下同じ。）に生じたひび割れの長さを当該コンクリート版の面積で除した値

をいう。 

（４）わだち掘れ量 舗装路面と想定平たん舗装路面（路面が横断方向に平たんとなるよう補正した場合

に想定される舗装路面をいう。）の高低差の最大値をいう。 



 

（５）ＩＲＩ 車道等において，当該車道等上をクォーターカー（二軸四輪の車両の一輪だけを取り出し

た仮想車両モデルをいう。）が時速 80 キロメートルで走行した際に車両が受ける上下方向の運動変位

の累積値と走行距離の比をいう。 

（６）浸透水量 車道等において，直径 15 センチメートルの円形の舗装路面の路面下に 15 秒間に浸透す

る水の量をいう。 

（７）舗装計画交通量 道路の計画交通量及び 2 以上の車線を有する道路にあっては各車線の大型の自

動車の交通の分布状況を勘案して定める大型の自動車の 1 車線当たりの日交通量をいう。 

（８）舗装の性能 舗装が道路の一部として，当該道路の供用中に道路管理者が定める舗装の機能を発揮

するために定める性能をいう。 

（９）舗装を支える基盤 原地盤，盛土，道路橋床版等，舗装の下の基盤をいう。 

（１０）荷重分散性能 舗装路面に作用する自動車の輪荷重を充分に分散して舗装を支える基盤に伝える

性能をいう。 

（１１）耐水性能 舗装内部に雨水その他路面の水が過度に浸入しない，又は雨水その他路面の水が浸入

した場合にあっても舗装強度が著しく低下しない性能をいう。 

（１２）防水性能 雨水その他路面の水が舗装を支える基盤へ過度に浸入することを防ぐ性能をいう。 

（１３）縦断方向移動時の走行安定性能 自動車が車道等に沿って通行する場合に安定した走行を確保で

きる性能をいう。 

（１４）横断方向移動時の走行安定性能 自動車が進路の変更をする場合に安定した走行を確保できる性

能をいう。 

（１５）路面の排水性能 雨水その他路面の水を速やかに排出する性能をいう。 

（１６）性能回復推奨状態 舗装の性能を確保するため車道等の舗装の維持又は修繕を行う必要があると

認められる状態を区分するために用いる状態をいう。 

（１７）性能保持想定期間 舗装の設計において，車道等を新設し，又は改築してから，当該車道等の舗

装の性能が性能回復推奨状態に達するまでの期間として想定される期間をいう。 

（１８）性能指標 舗装の性能を示す指標をいう。 

 

 

第２章 舗装の性能 

 

２－１ 舗装の性能の原則 

舗装の性能については，舗装の構造の原則を踏まえ，舗装を支える基盤と一体となって自動車の輪荷重

を安定して支持する観点や，車両が安定して走行できる観点，その他道路の使用目的との適合性及び環境

への影響の観点からそれぞれ定めるものとする。また，各性能に対し性能指標及び性能回復推奨状態を定

めるものとする。 

 



 

 

２－２ 舗装を支える基盤と一体となって自動車の輪荷重を安定して支持する観点から定める性能 

（１）舗装を支える基盤と一体となって自動車の輪荷重を安定して支持する観点から定める舗装の性能

は，道路の存する地域の地形，地質，気象その他の状況及び当該道路の交通状況を考慮し，想定さ

れる舗装を支える基盤の構造に応じ，次の表に掲げる性能を定めるものとする。ただし，必要に応

じて性能の追加をすることを妨げない。 

舗装の性能 備考 

荷重分散性能 舗装を支える基盤の設計において舗装によ

る荷重分散を前提としている場合 
耐水性能 － 

防水性能 舗装を支える基盤の設計において舗装による

防水を前提としている場合 
（２）道路管理者は，たわみ量，ひび割れ率，ひび割れ度等（１）に掲げる性能を示す性能指標を定めなけ

ればならない。 

 

２－３ 車両が安定して走行できる観点から定める性能 

（１）車両が安定して走行できる観点から定める舗装の性能は，舗装が舗装を支える基盤と一体となっ

て自動車の輪荷重を安定して支持していることを前提とし，道路の存する地域の地形，地質，気象

その他の状況及び当該道路の交通状況を考慮し，縦断方向移動時の走行安定性能，横断方向移動時

の走行安定性能，路面の排水性能をそれぞれ定めるものとする。ただし，必要に応じて性能の追加

をすることを妨げない。 

（２）道路管理者は，わだち掘れ量，ＩＲＩ，浸透水量等（１）に掲げる性能を示す性能指標を定めなけ

ればならない。 

 

２－４ その他道路の使用目的との適合性及び環境への影響の観点から定める性能 

２－２及び２－３で定める性能のほか，道路の使用目的との適合性及び環境への影響の観点から定め

る舗装の性能は，舗装が舗装を支える基盤と一体となって自動車の輪荷重を安定して支持しているとと

もに，車両が安定して走行できることを前提とし，当該道路の存する地域の地形，地質，気象その他の

状況及び当該道路の交通状況を考慮し，適切に定めるものとする。 

 

２－５ 性能回復推奨状態 

（１）性能回復推奨状態は，道路の存する地域の地形，地質，気象その他の状況及び当該道路の交通状況

を考慮し，前節までに定めた各性能に対して定めるものとする。 

（２）２－２で性能指標としてたわみ量を用いる場合の性能回復推奨状態に対応する指標値の基準は次の

表に示す値以下とする。ただし，載荷荷重を 49 キロニュートンとし，アスファルト舗装については舗

装温度を 20 度として補正した場合に限る。 

 

 



 

 

舗装の種類 
舗装計画交通量 

（単位：台/日・方向） 

基準値 

（単位：ミリメートル） 

アスファルト舗装 3,000 以上 0.3 

1,000 以上 3,000 未満 0.4 

250 以上 1,000 未満 0.6 

100 以上 250 未満 0.9 

40 以上 100 未満 1.3 

コンクリート舗装  0.4 

 

（３）２－２で性能指標としてひび割れ率を用いる場合の性能回復推奨状態に対応する指標値の基準は 40

パーセント以下とする。 

（４）２－２で性能指標としてひび割れ度を用いる場合の性能回復推奨状態に対応する指標値の基準は

1 平方メートル当たり 100/L センチメートル以下とする。ただし，L はコンクリート版の縦断方向の

長さ（メートル）である。 

（５）２－３で性能指標としてわだち掘れ量を用いる場合の性能回復推奨状態に対応する指標値の基準

は 40 ミリメートル以下とする。  

（６）２－３で性能指標としてＩＲＩを用いる場合の性能回復推奨状態に対応する指標値の基準は 1 メ

ートル当たり 8 ミリメートル以下とする。 

（７）２－３で性能指標として浸透水量を用いる場合の性能回復推奨状態に対応する指標値の基準は 15

秒当たり 200 ミリリットル以上とする。 

 

 

第３章 舗装の設計 

 

３－１ 舗装の設計の原則 

（１）舗装の設計に当たっては，舗装の性能の原則を踏まえ，道路に施工可能な舗装の構造を立案し，性

能毎の性能回復推奨状態に照らした性能保持想定期間に基づき将来に適切な修繕等が行われることを

前提に，ライフサイクルコストや環境への影響等を総合的に評価し比較することで，舗装の構造を決

定するものとする。 

（２）（１）に加え，舗装の修繕時の設計に当たっては，修繕範囲の舗装の性能の現状や過去の設計時から

の設計条件の変化，修繕履歴等について適切な手法で把握し，設計に反映するものとする。 

（３）舗装の設計に当たっては，舗装を支える基盤が舗装を安定して支えることができる状態であること

を前提とし，その確認方法について予め定めておくものとする。 



 

（４）舗装の設計及び施工の合理性の観点や，積雪寒冷地域における路床土の凍結の影響の緩和，道路の

地下に設けられた管路等への自動車の輪荷重の影響の緩和等の観点から必要であると認められる場合

においては，積極的に舗装を支える基盤の改良を行うものとする。 

（５）排水施設や消融雪施設等,舗装の構造に影響を及ぼす可能性がある施設については，施工の条件を明

確にしたうえで舗装の設計と同時に設計するものとする。 

 

３－２ 設計条件の整理 

道路が存する地域の地形，地質，気象その他の条件，当該道路の交通状況及び沿道の土地利用の条件，

施工に関する条件，将来の道路の維持管理に関する条件等を整理するものとする。 

 

３－３ 舗装の構造の立案 

舗装の構造の立案に当たっては，３－２の条件や，類似の供用条件下における舗装の損傷実態等を踏ま

え，実際に施工可能な構造を立案するものとする。なお，新技術活用や低炭素材料の利用等による環境へ

の負荷の軽減，建設副産物の使用等についても積極的に検討するとともに，舗装を支える基盤の改良等に

よりライフサイクルコストの低減等の合理的な設計が期待できる場合には積極的にこれを検討するものと

する。 

 

３－４ 性能保持想定期間の算出 

（１）性能保持想定期間の算出に当たっては，３－３で立案された全ての舗装の構造について性能毎に

それぞれ実施するものとし，性能保持想定期間の下限は，荷重分散性能については 10 年，それ以外

の性能については 2 年を標準とするものとする。また，性能保持想定期間の前提となる出来形や品

質等の施工管理基準やその確認方法について予め定めるものとする。 

（２）性能保持想定期間は，以下のいずれかの方法により算出するものとする。 

１）室内試験等で得られた材料の物性値等をもとに数値計算により性能変化を予測し，算出する方法。 

２）実大供試体を用いた試験や実道での供用実績から得られたデータをもとに性能変化を予測し，算

出する方法。 

（３）前項によらず，材料の室内試験や実大供試体を用いた試験により，既に性能保持想定期間が他の

方法で求められている既存の舗装の構造に対し，性能保持想定期間が同等以上と認められる舗装の

構造においては，その既存の舗装の構造との比較により，性能保持想定期間を算出できるものとす

る。 

（４）各性能における性能保持想定期間の算出方法について，妥当性の判断は当該道路管理者が行うも

のとする。 

 

３－５ ライフサイクルコストの算出 

ライフサイクルコストの算出に当たっては，３－３で立案された全ての舗装の構造について，３－４

の性能保持想定期間を基に将来に適切な修繕等が行われることを前提に行うものとする。 



 

 

３－６ 舗装の構造の決定 

舗装の構造の決定に当たっては，３－５で算出されたライフサイクルコストや二酸化炭素排出量等環

境への影響その他の考慮すべき条件を総合的に考慮し，最も適切な構造を選定するものとする。 

 

３－７ 舗装の設計の記録・保存 

設計に基づく施工や将来の舗装の管理や修繕時の設計を適切に行うため，前節までの全ての過程につ

いて必要な事項を記録し保存しておくものとする。 

 

 

第４章 舗装の施工 

 

４－１ 舗装の施工の原則 

舗装の施工に当たっては，舗装の設計の原則を踏まえ，設計の前提として定められた出来形や品質等

を満足するものとする。 

 

４－２ 舗装の施工 

（１）舗装の施工に当たっては，交通の安全及び他の構造物への影響に留意し，安全かつ確実に行うもの

とする。 

（２）舗装の施工に当たっては，二酸化炭素排出量の少ない建設機械の導入等環境への影響の少ない施工

方法，工期が短い等道路の交通への影響の少ない施工方法等を積極的に採用し，広域的な環境の保全，

道路利用者及び地域への影響の緩和に努めるものとする。 

（３）舗装の施工に先立ち，舗装を支える基盤の状態を舗装の設計時に定めた方法により確認し，設計で

想定した状態と異なる場合は，舗装を支える基盤の改良や舗装の設計の見直し等の措置を講じるもの

とする。 

（４）排水施設や消融雪施設等，舗装の構造に影響を及ぼす可能性がある施設は，設計時に定めた施工条

件を満足するよう，舗装と同時に施工するように努めるものとする。 

 

４－３ 舗装の施工管理及び検査 

舗装の施工において，設計の前提として定められた出来形や品質等を満足することを適切な方法で確認

するものとする。 

 

４－４ 舗装の施工の記録・保存 

（１）舗装の管理や修繕における設計を適切に行うため，舗装の構造，施工時期，品質その他必要な事項

を工事完成図書や台帳等に記録し保存するものとする。 



 

（２）優れた施工技術の情報を蓄積するため，新技術を活用した施工を行った場合においては，生産性や

品質の向上等に関する調査を行い，その結果を記録し保存しておくものとする。 

 


